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第1部 では、第1章 から第2章 にかけて従来の代表的研究を概観 した。その結果、ほとんどの研
究において、債務保証や迂回融資の問題が扱われてお らず、企業間関係についても長期間にわたる
継続的な分析は行われていなかったことなどが明 らかとなった。
第3章 では、戦前における住友 ・三菱 ・三井3財 閥系の主要企業の資金調達と各財閥都市銀行の
役割、戦時経済体制下における金融統制を振 り返ることで、企業と銀行との企業間関係の典型例 と
される主力銀行制度の歴史的側面を検討 した。その結果、主力銀行制度を成立 させた要因 として
「軍需融資指定金融機関制度」以外にも明治時代以来の一行取引主義の思想があるのではないか、





第H部 では、昭和40年以降における、白水会 ・金曜会 ・二木会という住友 ・三菱 ・三井の旧財閥
系グループを取 り上げた。昭和40年以降平成5年 までの約30年間を、昭和40年か ら昭和47年までの
いわゆる 「第二次高度経済成長期」、昭和48年か ら昭和57年までの 「二度にわたる石油危機の前後」、











に加えて、日本興業銀行 ・農林中央金庫など旧政府系 ・中立的な金融機関との大口貸付関係を重視 ・
維持 してきたこと。銀行系グループのメンバー企業も、旧財閥系 グループと同様、グループ金融機
関に加えて旧政府系 ・中立的な金融機関との関係を重視 ・維持 してきた(し かし、他のグループ金
融機関が融資 コアグループに名を連ねることが多少とも見られる点が、旧財閥系グループとの相違





















して融資 コアグループに見 られる旧財閥系 と銀行系との相違は、主にグループとしての歴史の長短
および銀行系グループに属す る長期金融機関の資力が弱いことに起因すると考え られる。
第IV部は本論文の最重要部分である。銀行の付随業務の一つである支払承諾(債 務保証)を 取り
上げて、「最終的な与信 リスク」の負担という観点か ら、企業の資金需要が旺盛であ っ.た高度経済
成長期の銀行保証融資を対象に、主力銀行が企業の資金調達に果た した役割を再検討 した。
高度経済成長期において銀行が借入保証を行 うことで取引先の資金需要に応える場合、主なもの
を実体的に分類すると、(a)旧外為法 ・旧外資法下での外資導入(外 国銀行)、(b)代理貸付(政 府系






外見か ら外資導入 ・代理貸付 ・迂回融資を判別することは困難であるが、各ケースによって保証
銀行のインセンティブは異なると考えられる。制度上の問題を考慮すると、一般的には、迂回融資




は密接な取引関係を継続 している主力銀行が中心 になるものと考え られる。
実際、高度経済成長期を対象に、『有価証券報告書総覧』か ら具体的な保証銀行を把握 しうる三
菱化成工業 ・住友金属鉱山など社長会参加企業、および栗本鐵工所 ・淀川製鋼所など主力銀行がほ














ようなインプリシットな努力 ・コストあるいはリスクを負担 し、取引先のニーズに応 じることで信
頼関係を一層深め、主力銀行の地位保全 ・強化を図 ってきた、という仮説が考えられる。






論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論文は、第二次大戦後の日本の企業経営に対 してその主取引銀行(メ インバンク)が資金供給
面において果た してきた役割について主 として 『有価証券報告書総覧』 にもとづきなが ら精力的に
考察 し、企業とその主取引銀行との間における 「企業間関係」すなわち 「メインバンク制」は 「債
務保証(支 払承諾)」による資金調達の支援に示されるような金融取引の深層部面を も視野 に入れ
なければ十全には解明しえない、 という注目すべき見解を綿密に実証しようとした研究成果である。
II
本論文 は、四部構成 となっている。第1部 では、日本のメインバンク制が、明治期以来の 「一行
取引主義」、戦前期の 「共同融資方式」、戦時中の 「軍需融資指定金融機関制度」、 などの歴史的経
緯をふまえて生成 ・発展してきたものである、ということを確認 しっっ、独 自の 「最終的な与信 リ
スクの負担者」としてのメインバンク観を提示する。この見解は、貸付額1位 の銀行をメインバン
クに措定 してきた在来の研究の表層性 ・不徹底性に対する批判 として提示されている。つまり、表
層的な指標である貸付額だけでなく、手形割引、協調融資、債務保証、迂回融資、などの深層的な
指標にも着 目して多角的 ・重層的 。総合的に考察することによって、 日本の企業 とその主取引銀行
・経128









の三者間の協働体制を確保するための手段 として機能 し、主取引銀行自体は 「最:終的な与信 リスク
の負担者」として自らの地位の保全 と強化 とを図 ってきた、 という見解が示される。
本論文の第H部 と第皿部では、「貸付金残高1位の銀行」 という意味でのメインバ ンクの固定性い
かんが従来の研究のうえで議論の対象 とされてきたことにかんがみて、いわゆる 「六大企業集団」
の社長会、すなわち、白水会(住 友銀行系)、金曜会(三 菱銀行系)、二木会(三 井銀行系)、芙蓉




議論の視野の狭さが指摘され、むしろ 「融資 コアグループ」 という概念で とらえた方が固定性の実










このように、本論文には改良 ・改善の余地は少なくない。 しか しなが ら、本論文は、東北大学大
学院通則第34条第1項 に規定する博士論文の要件を十分に満たしている。
よって、本論文の成績は、博士(経 済学)の 論文 として 「合格」と判定される。
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